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　国税庁が令和３年12月に発表した『令和２事務年
度における相続税の調査等の状況』によれば、この
年度の申告漏れ相続財産のうち、土地に対するも
のは188億円でした。新型コロナの影響で実地調
査が減り、令和２事務年度の申告漏れの指摘額は例
年より減りましたが、土地に対する申告漏れの指摘
額は通常年400億円前後となっています。
　「どうして土地の申告漏れが発生するのか」と疑
問を持たれる方もいるでしょう。有価証券や現金と
は違い、土地は、“見落とす”ような財産ではありま
せん。しかし、土地の評価額は面積当たりで単純に
決まるものではなく、形や立地で一件ずつ異なりま
す。故意でなくとも価値を少なく見積もってしまっ
た結果、申告漏れを起こすケースがあるのです。
　相続が始まる前に、土地のおおよその価値を知っ
ておくことが大切です。
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総額188億円！
土地に対する相続税
申告漏れ

よく聞く『賃貸併用住宅』って？　
建てる前に知っておきたいこと

相続税が一定額までかからない
配偶者の税額軽減制度

いつどんな税金が課税される？
不動産に関わる税金の基本
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資産安心コラム

いつどんな税金が課税される？
不動産に関わる税金の基本

毎年課税される税金や
不動産投資で課税される税金も

不動産購入や贈与など
不動産取得により課税される税金

　私たちが不動産と関わる場面はさまざまです。た
とえば、不動産を買うこともあれば売ることもありま
すし、借りることや貸すこともあるでしょう。
　不動産を取得したときには、不動産取得税が課
税されます。この税は、自治体ごとに異なりますが、
一般的に不動産を取得し60日～半年を目安に申
告しなければいけません。ただし、相続で不動産を
取得した場合には、不動産取得税は課税されませ
ん。一方で、贈与によって不動産を取得した場合に
は課税されますので、注意が必要です。整理する
と、贈与によって不動産を取得した場合には不動
産取得税と贈与税が課税され、相続によって取得
した場合には相続税が課税されるということになり
ます（登録免許税はどちらにも課税されます）。
　ちなみに、課税標準額が10万円未満の土地な
ど、一定額未満の不動産については免税点として
不動産取得税が課税されないこととされています。

　不動産を所有している間は、毎年、固定資産
税が課税されます。これはランニングコストとして
把握しておきましょう。固定資産税は、固定資産
税評価額をベースに納付額が算出されます。

　また、自宅としてではなく賃貸物件として不動産
を貸し出した場合には、固定資産税のほかにもさ
まざまな税金が課税されます。たとえば不動産投
資を行っている場合、家賃収入から必要経費を
差し引いて得られる収益に対して、所得税や住
民税などの税金が課税されます。また、会社員な
どで年末調整をしている人が不動産投資によっ
て収益を得ている場合は、年末調整のほかに確
定申告が必要です。
　ちなみに、ほかの収入があっても、不動産所得
が赤字である場合は、損益通算されて所得税・住
民税が下がります。また、不動産所得が290万超
かつ規模が一定以上の場合、不動産賃貸が事
業税の課税対象になるため、申告漏れなどになっ
てしまわないよう注意が必要です。不動産所得に
ついて申告漏れがあった場合、延滞税や、悪質で
あると判断される場合には重加算税などが課さ
れます。

　不動産投資は相続税対策にもなり、家賃収入
も得られるため、資産運用にも有益といえます。し
かしその反面、税金や修繕費、ローンの返済など
のランニングコストがかかります。さまざまな角度か
ら考えて慎重に検討しましょう。

相続税対策として不動産を所有したり、不動産投資を行う人も増えてきました。そこで注意
したいのが、不動産を売買したり所有したりすることによって発生する税金です。今回は、
不動産に関わる税金にはどんなものがあるのか解説しましょう。
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暮らしとお金の教養講座

よく聞く『賃貸併用住宅』って？　
建てる前に知っておきたいこと

入居者と距離が近すぎるのが
賃貸併用住宅のデメリット

住宅ローンが使えるなど
さまざまなメリットがある

　「広めの一軒家を建てたけれど、子どもが全員
巣立ったので、２階部分を人に貸して家賃収入
を得たい」「一時的に使わない部屋を貸し出した
い」などといったニーズから、建て直しやリフォーム
をして自宅の一部を人に貸すことがあります。この
ように貸主の自宅と賃貸部分が共存している建
物のことを、賃貸併用住宅と呼びます。

　賃貸併用住宅のメリットとして大きいのは、住宅
ローンが使えることです。一般的に、マンションや
アパートなど人に貸すことを主な目的として建て
られる建物については、住宅ローンを利用するこ
とができません。そのため、ローンを組む際には事
業用のアパートローンなどを利用することになりま
す。しかし、これらのローンは住宅ローンに比べる
と金利が高く、また返済期間も短いというデメリッ
トがあります。

　一方、賃貸併用住宅であれば、自宅と併用であ
るため住宅ローンを使うことができます。住宅ロー
ンを利用すれば、住宅ローン控除を受けることも
可能です。ただ、それには条件があり、延べ床面
積の半分以上が自宅であることが必要です。金
融機関によってはそのほかにも条件を設定してい
るところがあるため、ローンを選ぶ際には比較検
討が欠かせません。

　また、賃貸併用住宅は、通常の賃貸物件と同
様に賃料収入を得ることができるため、賃料収入
で住宅ローンの返済をまかなうことができるのも
魅力といえます。

　一般的な賃貸物件に比べると金銭的なメリット
が高い賃貸併用住宅ですが、やはりデメリットもあ
ります。その一つが、自宅である建物を他人と共
有する状態になるため、借りている人との距離が
近くなってしまうことでしょう。オーナーが同じ建物
に住んでいるという理由で入居者からさまざまな
クレームが直接寄せられたり、トラブルに巻き込ま
れたりしてしまう可能性もあります。また、建て方や
構造によっては、お互いの生活音が気になること
も考えられます。

　また、せっかく賃貸部分を設けても、入居者が
いなければ賃料収入を得られずローンの返済も
困難になってしまいます。長期的に入居者ニーズ
がある立地かどうか、建てる前に調査をする必要
があります。
　賃貸併用住宅は、自宅でもない・アパートでもな
いという特殊な物件になるため、売却がしにくいと
いう点も懸念すべき要素といえます。

　賃貸併用住宅を建てる際は、メリット・デメリット
をよく理解したうえで検討していくことが大切です。

自宅の一部を賃貸として人に貸すという形態は、古くから行われてきました。いわゆる『賃
貸併用住宅』については、一般的な不動産の賃貸とは違うメリットやデメリットが発生します。
今回は、わかりやすいメリットとデメリットを紹介します。
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相続・贈与の基礎知識

将来に備えて知っておくべき !  相続とお金の情報マガジン

配偶者が他界すると、残された人はあらゆる面で不安を感じることでしょう。被相続人が生前、
収入の柱を担っていた場合、配偶者の生活面に影響を与えることが想定されます。そのようなときに
支えとなるのが、相続税の配偶者税額軽減制度です。今回は、その概要と利用方法を説明します。

相続税が一定額までかからない
配偶者の税額軽減制度

相続税の配偶者税額軽減制度を
利用するためには？

相続時に使える
配偶者税額軽減制度とは

　相続税の配偶者税額軽減制度を利用するに
は税額軽減の明細を記載した相続税の申告書に、
戸籍謄本、遺言書の写し、遺産分割協議書の写し
など、配偶者が取得した財産が分かる書類を添えて、
税務署に提出する必要があります。
　遺産分割協議書の写しには、相続人全員の印鑑
証明書（遺産分割協議書に押印したもの）も添付
する必要があります。

　相続税申告期限までに遺産分割が決定しておら
ず、法定相続割合等で申告書を提出した後に配偶
者の税額軽減を受ける場合、相続税申告後に遺産
分割を行い分割が成立した日の翌日から４か月以内
に更正の請求手続きが必要となります。こちらは原
則として申告期限後３年以内となります。

　上記のように申告期限内に遺産分割がまとまら
ない場合であっても、適用が受けられる手続き等が
あります。配偶者の税額軽減の適用を考えるときは、
専門家に相談してみることもおすすめします。

　相続税の配偶者税額軽減制度とは、被相続人
（故人）の配偶者が遺産分割や遺贈によって実際
に得た財産（債務を引いた金額）につき、下記の金
額のどちらか多い金額までは配偶者の相続税はか
からないという制度です。

❶ １億6,000万円
❷ 配偶者の法定相続分相当額

　❶❷のうち金額の高い方を上限として、相続税が
かからないようになります。たとえば、配偶者の法定
相続割合が1/2で、3億円の財産を相続する場合、１
億5,000万円となるため、上記❷ではなく、❶の１億
6,000万円まで相続税がかかりません。仮に４億円の
財産のうち1/2の２億円を配偶者が相続する場合、
❷の２億円まで相続税がかからないようになります。
ただし、相続税の申告期限までに分割が決まってい
ない財産には適用できませんが、申告期限後にも配
偶者の税額軽減が受けられるように申請や更正の
制度が整備されています。
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